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研究成果の概要（和文）：待機児童の多い東京 23区を対象として、まず、質を備えた保育所
の利用可能性を、地理情報システム（GIS）を活用してミクロな空間単位で分析した。次
に、未就学児を持つ女性の希望する就労の実現における、保育所へのアクセスの重要性を

実証的に分析した。さらに、東京 23区在住の未就学児を持つ女性を対象とした、保育サー
ビスと就労に関するアンケート調査を実施した。これらの結果に基づき、子育て女性の就

労における、質を備えた保育所整備の重要性を提示した。 
 
研究成果の概要（英文）：The study area of this study is Tokyo’s 23 wards, which has long 
childcare waiting lists. First, I examined the availability of childcare centers based 
on spatially micro areas using a Geographic Information System (GIS). Next, this study 
examined the importance of access to childcare centers in the attainment of preferred 
employment among women with preschool-aged children. Further, a questionnaire survey on 
childcare services and employment was carried out. The results showed the importance of 
developing quality childcare centers in the employment of women rearing children. 
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１．研究開始当初の背景 
近年、保育所待機児童が都市部を中心に爆

発的に増加しており、深刻な社会問題となっ
ている。こうした状況下、子育て世帯の中に
は、良質な保育所に入所できないために就労
意欲を失っている人、就労したくてもできな
い人、希望する就労を実現できない人が大勢
いると思われる。待機児童対策が切実に求め

られている中、良質な保育所を早急に整備す
ることで、子育て世帯の就労は大きく改善・
促進されるように思われる。 
 
２．研究の目的 
（1）良質な保育所の利用可能性を詳細な空
間単位で分析する。 
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（2）子育て世帯の就労意欲や就労行動にお
ける良質な保育所の利用可能性の重要性を
実証的に分析する。 
 
（3）子育て世帯の就労における、質を備え
た保育所整備の重要性を提示する。 
 
３．研究の方法 
（1）空間的競争を考慮した保育所需給の地
理的ミスマッチを表す保育所アクセシビリ
ティ測度を開発した。GIS と詳細な空間デー
タを用いて、開発したアクセシビリティを、
児童の年齢別、および国勢調査の基本単位区
というミクロな空間単位別に計算し、分析し
た。本分析では、一定の質を備えていると考
えられる、認可保育所、東京都認証保育所、
保育に欠ける子を受け入れる認定こども園
を対象とした。 
 
（2）東京 23区在住の末子が未就学児の女性
を対象とした、仕事と子育ての両立と保育所
アクセシビリティに関するアンケート調査
（2009 年 11 月 20～25 日実施）のデータを用
いて、女性の就労における保育所へのアクセ
スの重要性を実証的に分析した。 
 
（3）東京 23区在住の未就学児を持つ女性を
対象に、保育サービスと就労に関する新たな
アンケート調査（2012 年 12 月 27～29 日）を
実施した。 
 
４．研究成果 
（1）本研究で計算した保育所アクセシビリ
ティは、基本的には保育所の需給バランス
（供給÷需要）を表す。そのため、アクセシ
ビリティが 1 の場合は需給の均衡を、1 より
大きい場合は超過供給を、1 未満の場合は超
過需要（供給不足）を意味する。GIS を用い
て児童の年令・基本単位区別に計算した保育
所アクセシビリティを視覚化すると（図 1）、
各年齢に共通して、超過需要の地区が多数存
在し、待機児童の多い 0～2 歳で顕著に多い
ことがわかった。 
通園限界距離が 500m、750m、1,000m のい

ずれの場合でも、超過需要の地区が多いとい
う結果は変わらなかった。通園限界距離別に、
アクセシビリティが1未満の基本単位区と人
口の割合を調べると（表１）、0～2 歳の場合
は 6 割を超えており、待機児童の最も多い 1
歳児で最も高かった。 
アクセシビリティの地図を、人口と保育所

の地図と照らし合わせると、アクセシビリテ
ィが 1未満の地区には、次の 3つの特徴がみ
られた。 
①近隣（通園限界距離内）に保育所が存在

しない地区。 
②近隣に保育所があっても、当該年齢の保

育を実施していないため入所が不可能であ
る地区。 
③近隣に年齢的には入所可能な保育所が
あるが、需要に対して供給の少ない地区。 
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図 1 東京 23区の保育所アクセシビリティ 

（通園限界距離：750m） 

 
表 1 アクセシビリティが 1未満の割合 
 アクセシビリティが 1

未満の基本単位区の割

合 

 アクセシビリティが 1

未満の基本単位区に住

む人口の割合 

通園限

界距離 
500m 750m 1,000m  500m 750m 1,000m 

0 歳 65% 66% 69%  67% 70% 72% 

1 歳 64% 68% 72%  67% 71% 75% 

2 歳 64% 53% 54%  67% 57% 57% 

3 歳 50% 48% 46%  53% 51% 49% 

4・5歳 51% 50% 47%  54% 52% 50% 

 
児童の年齢別に、保育所アクセシビリティ
と待機児童数の単回帰モデルを推定すると、
待機児童の多い 3歳未満児の場合、アクセシ
ビリティと待機児童数との間に有意に負の
関係のあることがわかった。 
 
（2）2009 年のアンケート調査の結果から、
保育所を選定する際に、ほとんどの人（96％）
が自宅からの近接性（アクセスしやすさ）を
「とても重視する」（79％）または「やや重
視する」（17％）と回答した（図 2）。職場か
らの近接性については、重視する人が 52％と



過半数を占めているが、自宅からの近接性を
重視する人の割合より少ない。現在利用して
いる保育所の片道通所時間は、約 10 分以内
が 8 割近くを占めており、約 15 分以内が 9
割、約 20分以内が 98％となっていた（図 3）。
（小数点以下四捨五入のため、文中の数値と
図中の数値の合計とが一致しない場合があ
る。）これらの結果から、保育所を利用する
際には、自宅からの近接性が重要であること
がわかる。 
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図 2 保育所の自宅・職場からの近接性の重要性 
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図 3 保育所の片道通所時間 

 
現在の就労形態と希望する就労形態の結

果をみると、その差は驚くほど大きい（図 4）。
現在は働いていない人が過半数を占めるが、
働くことを希望している人は 85％と大多数
を占めていた。希望する就労形態としては、
正社員よりも正社員以外を望む人が多く、フ
ルタイム勤務よりも短時間・短日・パート勤
務を希望する人の方が多かった。 
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図 4 現在の就労形態と希望する就労形態 

 
現在と希望する就労形態の異なる人の、希

望する就労形態を実現できない理由として
は、「家事・育児」（78％）が圧倒的に多いが、
「希望する保育所に入所できない（しにく
い）」（26％）が 3割近くを占めていた。 
待機児童を抱えた経験のある人に、待機児
童の期間、待機児童とならなかった場合と比
べて、仕事と育児の両立が困難・不安定にな
ったかどうかを尋ねたところ（図 5）、困難・
不安定になったと答えた人が約7割を占めて
いた。また、待機児童の期間の状況を尋ねる
と、「仕事を続けたかったがやむを得ず辞め
た」（27％）と「解雇された」（1％）と合わ
せて3割近くが意に反して離職していた。（こ
の 2つの回答項目には重複回答がない。） 
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図 5 待機児童期間の仕事と育児の両立状況 

 
（3）保育所の利用可能性と未就学児を持つ
女性の希望する就労の実現との関係を実証
的に分析して得られた主な結果は、次の 3つ
である。 
①保育所を利用できると、利用できない場
合に比べて、未就学児を持つ女性の希望する
就労の実現率が高い。たとえば、サンプルの
就労を希望する平均的な女性の場合、保育所
を利用できていると、できていない場合に比
べて、希望する就労の実現率が39％高い。  
②保育所の利用可能性と希望する就労の
実現率との関係は、希望する就労形態がフル
タイムとパートタイムの間に有意な差はみ
られないが、末子が 0～2歳の方が 3～5歳よ
りも大きい。たとえば、サンプルの就労を希
望する平均的な女性の場合、次の推定結果が
得られた。末子が 0～2 歳の場合は、保育所
を利用できていると、できていない場合に比
べて、希望する就労の実現率が 41％高い。一
方、末子が 3～5 歳の場合は、その差は 26％
と比較的小さい。 
③末子が 0～2歳の場合は、「希望する保育
所」と希望する就労の実現率との関係が格段
に大きい。たとえば、サンプルの就労を希望
する平均的な女性の場合、次の推定結果が得
られた。末子が 0～2歳の場合、「希望する保
育所」に入所できていると、入所できていな
い場合に比べて、希望する就労の実現率が
62％高い。一方、末子が 3～5 歳の場合、そ
の差は 24％と相対的に小さい。 
  
（4）本研究の結果から、主に次の 3 つの政
策インプリケーションが得られた。 
①3歳未満児（0～2歳）の保育所アクセシ



ビリティの向上は、待機児童対策の有用なア
プローチの一つになる。 
②十分な保育所の供給は、未就学児を持つ

女性の希望する就労の実現を助け、女性の労
働市場参加を促進する。 
③女性の希望する就労の実現において、3

歳未満児の保育所の充実は、特に効果的であ
る。 
今後の発展としては、保育所の利用可能性

と就労の因果関係を明示できる分析を行い
たい。 
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